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件 名 新たな地域協働推進事業 

予算額 （単位：千円） 
財源内訳 

国庫支出金 都支出金 市債 その他 一般財源 

19,429   19,429 0 0 0 0 

【事業の背景・目的】 

町田市まち・ひと・しごと創生総合戦略では、「人々が交流するまちづくりを推進する」ことを基本目標として 

掲げています。さらに、具体的な施策として「地域の課題を地域自らが主体的に解決できる地区協議会・NPO 

などの活動支援」を推進していきます。 

人口減少、高齢化の進展、税収の減少等の中で、新たな地域社会の創造が求められており、今後は、民

間主体の分野を超えた横断的な活動を促進しながら、その取り組みの多様性を確保していくために様々な主

体や関係機関の協働・連携により、経営的な視点をもって、地域の全ての資源・資産（人・組織・資金・情報

等）を活用していくことが必要となります。 

 

【事業の内容】 

本事業では、多様な主体による地域経営に取り組むための新たな方向性・将来像を示していくために、長

期地域経営計画の策定を行います。あわせて、主にＮＰＯなど市民活動団体や地区協議会、町内会自治会

などの地域団体を支援するための専門センターとして、中間支援組織を設立し、地区協議会や行政と連携し

たまちづくりを目指します。 

《長期地域経営計画策定》  

地域の全ての資源・資産(人・組織・資金・情報等）を活用し、新たな地域社会を協働により創造し、地

域循環型の地域経営を目指すため、2017年度から 2030年度までの長期計画を策定します。市民・

団体・行政が同じ目標・意識を持って、地域経営に取り組む基盤づくりを目指します。 

《中間支援組織設立に向けた調査・分析》 

中間支援組織は、主にＮＰＯなど市民活動団体や地区協議会、町内会自治会などの活動支援を行

い、以下の役割などをもちます。今回は、その設立のための調査・分析を実施します。 

    ●地域社会と団体の変化やニーズを把握  ●人材、資金、情報などの資源提供者と団体の仲立ち     

●自立のためのマネジメントトレーニング  ●各種サービスの需要と供給をコーディネートする組織 

 

【事業費】                                

  1委託料                           19,159 千円 

    ①中間支援組織設立調査・分析委託                  8,659 千円 

②長期地域経営計画策定支援委託             6,000 千円 

③地域団体向け研修事業委託               4,500 千円     

2 職員研修負担金                      270 千円 

   

【特定財源】 

地方創生加速化交付金（国 10/10）                  19,429千円  

問い合わせ先 市民部 市民協働推進課長 若林 電話 724-4362 
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件 名 地域密着型介護サービス施設整備事業 

予算額 （単位：千円） 
財源内訳 

国庫支出金 都支出金 市債 その他 一般財源 

295,415 0 295,415 0 0 0 

【事業の背景・目的】 

町田市では、第 6 期町田市介護保険事業計画において、高齢者が地域で自立した生活を続けることができ

る「地域包括ケアシステム」の推進を図るべく、地域密着型サービスの施設整備を進めています。 

 このたび、国の2015年度補正予算が示され、「一億総活躍社会の実現」に向けた緊急対策（介護離職ゼロ）

の一環として、在宅・施設サービス等の整備の前倒し及び拡充を行い、2020 年代初頭に向けて整備を充実・

加速化させることになりました。このことを受けて、町田市においても地域密着型サービス施設整備の早期着

手を図ります。 

 

 

 

 

 

【事業の内容】 

第6期町田市介護保険事業計画において、2016年度に整備を予定していた地域密着型サービスの施設整

備に着手します。 

① 整備予定サービス 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 事業スケジュール（認知症高齢者グループホーム、(看護)小規模多機能居宅介護の場合） 

2016 年 3 月～5 月 整備運営事業者選定 

2016 年度内  各事業所整備・開所 

 

【事業費】 

地域密着型サービス施設整備事業補助金 295,415 千円 

 

【特定財源】 

地域密着型サービス整備費補助金＜地域医療介護総合確保基金＞(都 10/10)   165,415 千円 

認知症高齢者グループホーム整備費補助金(都 10/10）    130,000 千円 

問い合わせ先 いきいき生活部 いきいき総務課長 堀場 電話 724-2916 

 

■地域密着型サービスとは、要介護者の住み慣れた地域での生活を支えることを目的としたサービスです。

「認知症グループホーム」：5～9人の少人数利用者に対し、食事や入浴などの日常生活支援、機能訓練などを行う
「小規模多機能型居宅介護」：利用者の選択に応じて、「通い」「宿泊」「訪問」を組み合わせ、日常生活支援や機能訓練を行う
「定期巡回・随時対応型訪問介護看護」：利用者の心身の状況に応じて、24時間365日必要なサービスを柔軟に提供する
　などのサービスがあります。

サービス種別 整備圏域・地域 施設数 事業費

堺・忠生圏域
(山崎・木曽）

町田圏域
（玉川学園・南大谷）

（看護）小規模多機能型居宅介護 堺・忠生圏域 1施設 46,089千円

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 堺・忠生圏域 1施設 15,970千円

233,356千円

特定財源

地域密着型サービス整備費補助金

103,356千円

認知症高齢者グループホーム整備費補助金

130,000千円

地域密着型サービス整備費補助金

46,089千円

地域密着型サービス整備費補助金

15,970千円

認知症高齢者グループホーム
各圏域

1施設ずつ
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